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   奈良市議会委員会条例の一部を改正する条例 

 奈良市議会委員会条例（昭和４９年奈良市条例第５２号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第１２条中「事故」を「事故が」に改める。 

第１５条の次に次の１条を加える。 

（委員会の開会方法の特例） 

第１５条の２ 委員長は、委員について、次に掲げる場合に該当すると認める

ときは、映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話を

することができる方法（以下「オンラインによる方法」という。）によつて、

委員会を開会することができる。ただし、第２０条第１項の秘密会は、この

限りでない。 

 (1) 大規模な災害の発生、感染症のまん延その他の委員個人の責に帰するこ

とができない事由により委員会を招集しようとする場所に参集することが

困難である場合 

 (2) 育児、介護その他のやむを得ない事由により委員会を招集しようとする

場所に参集することが困難である場合 

２ 前項の規定により委員会が開会される場合において、オンラインによる方

法で出席を希望する委員は、あらかじめ委員長の許可を得なければならない。 

３ 第１項の規定により開会された委員会に、オンラインによる方法で出席す

る委員は、この条例の規定の適用については、当該委員会に出席しているも

のとみなす。 

４ オンラインによる方法での委員会の開会方法その他必要な事項は、議長が

別に定める。 

 第２０条第２項中「はかつて」を「諮つて」に改める。 

 第２１条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定により出席を求められた者がオンラインによる方法で説明する

ときは、議長を経て、委員会にその旨を申し出なければならない。 

第２２条第１項中「これ」を「、これ」に改め、同条第２項中「終る」を

「終わる」に改める。 

 第２４条に次の１項を加える。 



２ 前項の規定にかかわらず、前項の規定による申出は、委員長が定めるとこ

ろにより、委員長が定める電子情報処理組織（委員会又は委員長の使用に係

る電子計算機（入出力装置を含む。以下この項において同じ。）とその通知

の相手方の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理

組織をいう。第２８条において同じ。）を使用する方法により行うことがで

きる。 

 第２５条に次の１項を加える。 

３ 公述人は、オンラインによる方法により公聴会で意見を述べることができ

る。 

第２８条の見出し中「文書」を「文書等」に改め、同条中「文書で」を「文

書若しくは電子情報処理組織を使用する方法により」に改める。 

第２９条第１項中「参考人」を「、参考人」に改め、同条第３項中「前２項」

を「前３項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加

える。 

３ 参考人は、オンラインによる方法により委員会で意見を述べることができ

る。 

第３０条第２項を削り、同条第３項中「前２項」を「前項」に改め、同項を

同条第２項とし、同条に次の１項を加える。 

３ 第１項の規定にかかわらず、同項の規定による記録の作成は、議長が定め

るところにより、当該記録に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によつては認識することができない方式で作られる記録であつて、

電子計算機により情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことが

できる。この場合において、同項の規定による署名又は押印については、同

項の規定にかかわらず、氏名又は名称を明らかにする措置であつて議長が定

めるものをもつて代えることができる。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 



 （提案理由） 

 地方自治法改正に伴う標準市議会委員会条例の改正に合わせて、議会におけ

る手続について情報通信技術を利用した方法により行うこと、またオンライン

による方法により委員会等を開催することを可能とするために必要となる共通

の事項を定めるほか、文言等の整理を行おうとするものである。 



 

条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市議会委員会条例の一部を改正する条例 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

・地方自治法の一部を改正する法律（令和５

年法律第１９号） 

・令和５年度地方自治法改正に伴う標準市議

会会議規則及び標準市議会委員会条例一部

改正について（令和６年２月１６日全議Ｍ

１第６号全国市議会議長会会長通知） 

・新型コロナウイルス感染症対策に係る地方

公共団体における議会の委員会の開催方法

について（令和２年４月３０日付総行行第

１１７号総務省自治行政局行政課長通知） 

４ 制定改廃 

の概要 

１．委員会の開会方法の特例について、開会の要件等について定

める。（第１５条の２による改正） 

委員について以下の事由により参集が困難である場合 

 (1) 大規模な災害の発生、感染症のまん延その他の委員個人の責

に帰することができない事由 

(2) 育児、介護その他のやむを得ない事由 

 

２．執行機関の職員の出席について、オンラインによる方法で説

明する場合の申出の手続について定める。（第２１条第２項によ

る改正） 

 

３．公述人、参考人がオンラインによる方法で意見を述べること

ができることについて定める。（第２５条第３項、第２９条第３

項による改正） 

 

４．その他所要の改正を行う。 

３ 制定改廃 

の理由 

・全国市議会議長会の定める標準市議会委員

会条例の改正に合わせて、本市の議会委員

会条例についても必要な見直しを行う。 

５ 施行期日 令和６年４月１日 所管部課 議会事務局 議事調査課 

備考（予算措置、意見・問題点等）  
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奈良市議会委員会条例 新旧対照表 

 

現行 改正案 

（委員長の職務代行） （委員長の職務代行） 

第12条 委員長に事故 あるとき又は委員長が欠けたときは、副委員長が委

員長の職務を行う。 

第12条 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、副委員長が委

員長の職務を行う。 

２ 略 ２ 略 

 （委員会の開会方法の特例） 

 第15条の２ 委員長は、委員について、次に掲げる場合に該当すると認める

ときは、映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話

をすることができる方法（以下「オンラインによる方法」という。）によ

つて、委員会を開会することができる。ただし、第20条第１項の秘密会は、

この限りでない。 

 (１) 大規模な災害の発生、感染症のまん延その他の委員個人の責に帰す

ることができない事由により委員会を招集しようとする場所に参集す

ることが困難である場合 

 (２) 育児、介護その他のやむを得ない事由により委員会を招集しようと

する場所に参集することが困難である場合 

 ２ 前項の規定により委員会が開会される場合において、オンラインによる

方法で出席を希望する委員は、あらかじめ委員長の許可を得なければなら

ない。 

 ３ 第１項の規定により開会された委員会に、オンラインによる方法で出席

する委員は、この条例の規定の適用については、当該委員会に出席してい

るものとみなす。 

 ４ オンラインによる方法での委員会の開会方法その他必要な事項は、議長

が別に定める。 

（秘密会） （秘密会） 

第20条 略 第20条 略 
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現行 改正案 

２ 委員会を秘密会とする委員長又は委員の発議については、討論を用いな

いで委員会にはかつて決める。 

２ 委員会を秘密会とする委員長又は委員の発議については、討論を用いな

いで委員会に諮つて 決める。 

（出席説明の要求） （出席説明の要求） 

第21条 略 第21条 略 

 ２ 前項の規定により出席を求められた者がオンラインによる方法で説明す

るときは、議長を経て、委員会にその旨を申し出なければならない。 

（秩序保持に関する措置） （秩序保持に関する措置） 

第22条 委員会において地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」とい

う。）、奈良市議会会議規則（昭和49年奈良市議会規則第１号。以下「会

議規則」という。）又はこの条例に違反し、その他委員会の秩序を乱す委

員があるときは、委員長はこれ を制止し、又は発言を取り消させること

ができる。 

第22条 委員会において地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」とい

う。）、奈良市議会会議規則（昭和49年奈良市議会規則第１号。以下「会

議規則」という。）又はこの条例に違反し、その他委員会の秩序を乱す委

員があるときは、委員長は、これを制止し、又は発言を取り消させること

ができる。 

２ 委員が前項の規定による命令に従わないときは、委員長は、当日の委員

会が終る まで発言を禁止し、又は退場させることができる。 

２ 委員が前項の規定による命令に従わないときは、委員長は、当日の委員

会が終わるまで発言を禁止し、又は退場させることができる。 

３ 略 ３ 略 

（意見を述べようとする者の申出） （意見を述べようとする者の申出） 

第24条 略 第24条 略 

  ２ 前項の規定にかかわらず、前項の規定による申出は、委員長が定めると

ころにより、委員長が定める電子情報処理組織（委員会又は委員長の使用

に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下この項において同じ。）とそ

の通知の相手方の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子

情報処理組織をいう。第28条において同じ。）を使用する方法により行う

ことができる。 

（公述人の決定） （公述人の決定） 

第25条 略 第25条 略 

２ 略 ２ 略 

 ３ 公述人は、オンラインによる方法により公聴会で意見を述べることがで
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現行 改正案 

きる。 

（代理人又は文書 による意見の陳述） （代理人又は文書等による意見の陳述） 

第28条 公述人は、代理人に意見を述べさせ、又は文書で         

             意見を提示することができない。ただし、委

員会が特に許可した場合は、この限りでない。 

第28条 公述人は、代理人に意見を述べさせ、又は文書若しくは電子情報処

理組織を使用する方法により意見を提示することができない。ただし、委

員会が特に許可した場合は、この限りでない。 

（参考人） （参考人） 

第29条 委員会が参考人 の出席を求めるには、議長を経なければならない。 第29条 委員会が、参考人の出席を求めるには、議長を経なければならない。 

２ 略 ２ 略 

 ３ 参考人は、オンラインによる方法により委員会で意見を述べることがで

きる。 

３ 前２項に定めるもののほか、参考人については、前３条の規定を準用す

る。 

４ 前３項に定めるもののほか、参考人については、前３条の規定を準用す

る。 

（記録） （記録） 

第30条 略 第30条 略 

２ 前項の記録は、電磁的記録によることができる。この場合における同項

の署名又は押印については、法第123条第３項の規定を準用する。 

 

３ 前２項の記録は、議長が保管する。 ２ 前項 の記録は、議長が保管する。 

 ３ 第１項の規定にかかわらず、同項の規定による記録の作成は、議長が定

めるところにより、当該記録に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式

その他人の知覚によつては認識することができない方式で作られる記録で

あつて、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により

行うことができる。この場合において、同項の規定による署名又は押印に

ついては、同項の規定にかかわらず、氏名又は名称を明らかにする措置で

あつて議長が定めるものをもつて代えることができる。 

 


